
令和７年度の地域枠の設定について 

  

 

１ 概要 

  地域医療を支える上で重要な役割を担う地域枠医師等について、定義を明確にし、

より実効性の高い施策とするため、「医療従事者の受給に関する検討会医師需給分科

会」における議論を踏まえ、厚生労働省から令和５年度以降の地域枠等の定義が示

されている。令和７年度の地域枠を設定する際には、この定義を満たしていること

を確認し、地域医療対策協議会においても、地域枠の設定数や従事要件等について

協議をすることとされている。 

 

 ２ 地域枠の定義 

   別添資料１のとおり 

 

 ３ 令和７年度の岡山県地域枠の設定 
 

設置数 １ 

設置大学 岡山大学  

入学試験 岡山大学医学部医学科地域枠コース 

学校推薦型選抜Ⅱ ※別枠方式（先行型） 

定員 ４人（予定） 

従事要件 ・岡山県医師養成確保奨学資金の貸与を受けた期間の２分

の３の期間、知事が指定する県内の医療機関における医

療業務（以下「指定業務」という。）に従事。 

・指定業務に係る期間のうち、県内の基幹型臨床研修病院

（大学病院を含む。）が行う臨床研修（２年間）及び県内

の専門研修基幹施設等が行う研修の期間（２年以内）を

除いた５年以上の期間は、知事が指定する県内の医師不

足地域等の医療機関に勤務し、診療等に従事。 

・「岡山県医師養成確保奨学資金貸与規則及び貸付金の返還

免除に関する条例の運用について【キャリア形成プログ

ラム】」の規定に従う。 

キャリア形成プロ

グラムの内容 

別添資料２のとおり 

奨学金の額 毎月２０万円（６年間で１，４４０万円） 

地域定着策 ・岡山県地域医療支援センターによる地域枠学生のキャリ

ア形成支援 

・地域枠学生・自治医科大学生合同セミナー開催による地

域医療への理解及び学生間の相互交流 

・岡山大学大学院地域医療人材育成講座による地域医療を

担う医師の育成（地域医療体験実習の実施等） 

資料５ 
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都道府県から大学

への経済的支援 

（令和６年度予算） 

・岡山県地域医療支援センター岡山大学支部委託料 

 （２１，８９４千円） 

・岡山大学大学院地域医療人材育成講座の設置に係る寄附 

（２４，０８６千円） 

離脱要件 【地域枠在学中】 

 退学、死亡など、離脱が真にやむを得ないと県が認める

場合 

【地域枠卒業後】 

 死亡、心身の故障（医療業務に従事することができなく

なった場合に限る。）など、離脱が真にやむを得ないと県

が認める場合 

 

※上記によらず、地域枠卒業後の従事要件から離脱した場 

合、県の同意がない離脱として、国及び一般社団法人日 

本専門医機構に報告する場合がある。 

その他 入学試験志願時に、上記の従事要件・離脱要件等に関する

同意書の提出を求める。 

 

 

【参考】 

   過去の岡山大学医学部医学科地域枠コース（岡山県） 入試結果 

入学年度 
令和６年度入学 

令和５年度 令和４年度 令和３年度 
二次募集 一次募集 

受 験 者 数 １０人 ２５人 ２３人 ２１人 ３３人 

最終合格者数 ３人 １人 ４人 ４人 ４人 
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令和５年度以降の地域枠等の定義について 

 

 

「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会」における議論を踏ま

え、令和５年度以降の「地域枠」、「地元出身者枠」、「大学独自枠」の定義を以下

のとおり整理することとする。なお、今後の臨時定員（地域枠）の増員にあたっ

ては、以下で示す「地域枠」の定義を満たしていることを確認することとする。 

 

１．地域枠の定義 

（１）対象 

   地元出身者（一定期間当該都道府県に住所を有した者）もしくは全国より

選抜する。 

 

（２）選抜方法 

   別枠方式 

 

（３）協議の場 

   地域医療対策協議会で協議の上、設定する。 

 

（４）設定する上で協議する事項 

   地域医療対策協議会において、地域枠の設定数、従事要件・キャリア形成

プログラムの内容、奨学金の額、地域定着策（面接頻度、セミナー開催等）

並びに前述を進めるための都道府県から大学への経済的支援、離脱要件

等を協議する。 

 

（５）同意取得方法 

   志願時に、都道府県と本人と保護者もしくは法定代理人が従事要件・離脱

要件に書面同意している。 

 

（６）従事要件 

   ①卒直後より当該都道府県内で 9年間以上従事する※1,2。 

②将来のキャリア形成に関する意識の向上に資する都道府県のキャリア

形成プログラムに参加すること。 

 

（７）奨学金貸与 

   問わない。 

（別紙） 
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※１ 従事要件の９年間のうち、医師の確保を特に図るべき区域等の医療機

関における就業期間を４年間程度とし、当該医師のキャリア形成に配

慮すること。 

※２ 医師の確保を特に図るべき区域とは、都道府県が医療計画に定めた医   

師少数区域及び医師少数スポットを指すものである。 

 

２．地元出身者枠の定義 

（１）対象 

   地元出身者（一定期間当該都道府県に住所を有した者）より選抜する。 

 

（２）選抜方法 

   問わない。 

 

（３）協議の場 

   地域医療対策協議会で協議の上、設定する。 

 

（４）設定する上で協議する事項 

   地域医療対策協議会において、枠の設定数、従事要件・キャリア形成プロ

グラムの内容、奨学金の額、地域定着策（面接頻度、セミナー開催等）並

びに前述を進めるための都道府県から大学への経済的支援、離脱要件等

を協議する。 

 

（５）同意取得方法 

   問わない。 

 

（６）従事要件 

   問わない。 

 

（７）奨学金貸与 

   問わない。 

 

３．大学独自枠の定義 

（１）対象 

   問わない。 
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（２）選抜方法 

   問わない。 

 

（３）協議の場 

   問わない。 

 

（４）設定する上で協議する事項 

   問わない。 

 

（５）同意取得方法 

   問わない。 

 

（６）従事要件 

   問わない。 

 

（７）奨学金貸与 

   問わない。 
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制定：平成２８年 ３月３１日医推第１６３８号 

最終改正：令和 ５年１０月１９日医推第 ９６６号 

岡山県医師養成確保奨学資金貸与規則及び貸付金の返還免除に関する条例の運用 

について（概要） 【キャリア形成プログラム概要】  

 

１ 義務年限期間中（６年間貸与を受けた場合は９年間）の指定業務 

  義務年限期間中の指定業務は次のとおりとする。身分は指定業務に従事する医療機関の職員と

し、労働条件は当該医療機関が定める規定を適用する。 

指定業務 従事期間 指定業務の要件 留意事項 

臨床研修 ２年 県内の大学病院又は県内の基幹型臨床研修病

院が行う研修を受けること。 

マッチングに参加し

て研修先を決定する。 

地域勤務 ５年以上 ・指定医療機関に勤務し、診療に従事するこ

と。 

・臨床研修修了後、遅くとも２年目には指定医

療機関での勤務を開始すること。 

 ただし、産婦人科を希望する者は、臨床研修

修了後、直ちに専門医の資格を取得し、その

後に指定医療機関での勤務を開始すること。 

指定医療機関での勤

務は原則年単位とし、

同一の指定医療機関

で継続して勤務でき

る期間は原則３年ま

でとする。 

選択研修 ２年以内 次の研修を受けることができる。 

・県内の専門研修基幹施設が行う研修 

・県内のその他の施設が行う研修で知事が認

めたもの 

 

   

２ 研修、休業、休暇等に係る義務年限の取扱い 

(1) 義務年限期間の中断を認める事由及び期間 

中断事由 中断期間 

①医師としての能力向上のための研修、留学、大学院入学等 

※選択研修の３年目以降は、この事由による中断となる。 

２年以内 

②育児休業、介護休業、休職、停職 休業等の期間 

③災害、疾病その他やむを得ない事由 知事が定める期間 

 

(2) 休暇等に係る義務年限の取扱いは、学校法人自治医科大学における取扱いに準ずる。 

 

３ 期間の計算方法 

区 分 計算方法 

義務年限期間 貸与期間を 1.5 倍した月数（１月未満の端数は切り上げ） 

指定業務の従事期間 指定業務の開始日の属する月から終了日の属する月まで 

義務年限の中断期間 当該期間の開始日の属する月から終了日の属する月まで 

育児短時間勤務 

（地方公務員育児休業法） 

指定業務の従事期間（１月未満の端数は切り上げ）＝ 

育児短時間勤務の月数×週の実勤務の時間数／週の通常の勤務時間

数 

 

４ その他 

指定業務に支障を来さない限り、医局への入局や大学院入学は差し支えない。 

 

＜参考例＞

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

選択
研修
【中断】

臨床研修 選択研修地域勤務 地域勤務

開始 終了

別添資料２ 
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令和７年度の医学部臨時定員について 

 

１ 「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会」第５次中間とりまとめ 

（令和４年２月７日）厚生労働省 

・地域枠の設定は医師確保の有効な手段の一つと考えられること。 

・地域枠の安定した運用の観点からは、医学部の恒久定員内に必要な数の地域

枠を確保し、地域における医師の確保を図ることが重要であること。 

 

２ 令和７年度の医学部入学定員等の臨時的な増加の取扱いについて（（令和６年４月

23 日事務連絡）厚生労働省 

・医師多数県は、地域枠が必要と考える場合、臨時定員としてではなく、恒久

定員内地域枠に移行することを含め、大学と調整を行うこと。 

・大学においても、令和 11 年頃には、全国レベルで医師の需給が均衡すると

推計されていることも踏まえ、都道府県から臨時定員地域枠から恒久定員内

地域枠への移行について相談があった際には、積極的に検討を行うこと。 

    

３ （「医師養成過程を通じた医師の偏在対策等に関する検討会」（令和６年４月26日）

厚生労働省 

   令和７年度の医学部臨時定員の意向の配分・調整方法 

医師多数県の意向の調整は、原則として令和６年度臨時定員地域枠に 0.8 を乗

じたものとする。 

 

４ 「医療法及び医師法の一部を改正する法律」の公布について（平成 30 年７月   

25 日）厚生労働省 

知事は、地域医療対策協議会での協議が調った事項に基づき、特に必要がある

と認めるときは、地域医療対策協議会の構成員に対し、医師少数区域等の病院又

は診療所における医師の確保に関し必要な協力を要請することができる(医療法

第 30 条の 23)。 

参 考 
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